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　日本年金機構は平成28年４月１日、当日より事務処理誤りについて特例制度を開始させることを公表した。年金事務所や市
区町村役場等において事務処理誤りが発生した場合は、被保険者（または当時被保険者だった人）が申出（特定事由の申出、図
１）を行うことで保険料（特例保険料）の納付や各種手続きが行える（図２）。特例保険料は申出の承認後２年以内を期限とし、
事務処理誤り発生当時の額を納付する。
　特定事由の申出については、当時の状況がわかる関連資料を提出するが、申出が認められない場合でも、３カ月以内ならば
地方厚生（支）局内にある社会保険審査官に不服の申立て（審査請求）を行うことができる。

特定事例の申出が認められる事例
・事務処理誤りにより納付書が届かず、保険料を納めることができなかった。

・事務処理の遅延により納付書が届かず、保険料を納めないまま２年を経過してしまった。

　（参考：２年を経過した後の保険料については時効により納付することはできない）

　日本年金機構の事務処理誤りにかかる特例制度が開始

特定事例の申出が認められない事例
・事務処理誤りにより前納制度による保険料の納付ができず、通常の額で納付していた。

・事務処理誤りにより追納申込の時期が遅れて保険料の納付額が高くなった。
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■図１　「国民年金　特定事由等該当申出書」

（添付書類）
○代理人による申出の場合は、委任状
○法定代理人による申出の場合は、法定代理人を明らかにする戸籍謄本、登記事項証明書など
○申出の根拠となる書類
＜例＞　・届書、申請書等の控え

・相談票（来訪）の控え
・被保険者が録音した録音データ
・日本年金機構の職員が作成し、被保険者に交付した手紙やメモ
・被保険者の当時のメモ
・免除、納付猶予申請や学生納付特例申請に必要な証明書（当時の所得証明書、世帯構成が確認できる証明書、在学証     

明書など）
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■図２　特定事由の申出の流れ（保険料が納付ができなかった場合）

■表　参照
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　国民年金の追納・後納・特定保険料の額を改定 ～平成28年厚生労働省告示～

　厚生労働省は平成28年３月31日、平成28年厚生労働省告示第171号により「国民年金の保険料を追納する場合に納付すべ
き額を定める件」、同第172号により「国民年金の後納保険料を納付する場合に納付すべき額を定める件」、同第173号により

「国民年金の特定保険料※を納付する場合に納付すべき額を定める件」を公表し、それぞれ改定額を明示した（表１～表３）。0

■表１　国民年金の保険料を追納する場合に納付すべき額（１カ月分）

■表２　国民年金の後納保険料を納付する場合に納付すべき額（１カ月分）

※特定保険料は、時効によって本来はさかのぼって納付することができなかった期間（最大５年分）の保険料を納付できる特例制度。
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■表３　国民年金の特定保険料を納付する場合に納付すべき額（１カ月分）

　
　平成28年４月１日から、新しい現物給与の額（図３）が適用になる。これは平成28年２月23年に厚生労働省から告示された

「厚生労働大臣が定める現物給与の価額の一部を改正する告示」（告示第37号）によるもので、平成27年度現物給与額の一部が
改訂されている。
　現物給与の額は、厚生年金保険や健康保険の保険料の計算について、労働の対償として現物支給された食事や住居を換価し
た額を合算して標準報酬月額を求める場合に使われる。本社とは県が異なる支社等については、支社の都道府県の現物給与額
を採用する。

　平成28年度現物給与の額が決定
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■図３　平成28年度現物給与額
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　日本年金機構は平成28年３月31日、組織の再編成の一環として４月の人事異動を行うことを公表した。日本年金機構では、
平成28年の組織目標を「再生元年―自ら考え、自ら改革する―」とし、日本年金機構再生プロジェクトの実行、情報セキュリテ
ィ対策の強化、基幹業務の推進を重点取組課題としている。具体的には、（1）組織の一体化　（2）業務削減会議の設置　（3）女
性管理職の登用　（4）人事交流などの促進となっている。特に（1）の組織の一体化については、①本部とブロック本部の統合※

　②地域部の創設　③地域マネジャーの設置を目的としており、これらを踏まえて平成28年４月には190名の職員が拠点から
本部に異動している。

　厚生労働省は平成28年３月25日、平成28年１月末現在の国民年金保険料の納付率を公表した。

【平成25年度分（過年度２年目）の納付率】
　平成25年度末からプラス8.7ポイントの69.6％であった。これは平成25年４月～平成26年３月分の保険料のうち、平成28
年度１月末までに納付された月数の割合である。平成27年度末時点の目標は、平成25年度末からプラス7.0ポイントであった
ため、目標値は達成された。

【平成26年度分（過年度１年目）の納付率】
　平成26年度末からプラス3.8ポイントの66.9％であった。これは平成26年４月～平成27年３月分の保険料のうち、平成28
年度１月末までに納付された月数の割合である。平成27年度末時点の目標は、平成26年度末からプラス4.0ポイントであった
ため、目標値を下回った。

【平成27年４月～平成27年12月分（現年度分）の納付率】
　対前年同期比マイナス0.6％の59.9％であった。平成27年度末時点の目標は、前年度実績からプラス1.0ポイントであった。
　なお、平成27年４月～平成28年１月分の強制徴収の実施状況は、最終催告状送付が83,770件（前年同期比20,638件増）、督
促状送付が37,843件（前年同期比5,052件減）、財産差押が3,722件（前年同期比7,359件減）であった。

　日本年金機構が組織を再編成

※本部とブロック本部の統合については、平成28年４月に人事・労使関係業務が統合され、同年10月に経理関係業務の統合、平成29年４月に現場管理・支援関係
業務の統合により本部への統合完了が予定されている。

　平成28年１月末現在国民年金保険料の納付率は現年度分で59.9％
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